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研究成果の概要（和文）：降雨による表層崩壊を対象とし，フリーでオープンソースなGISであるQGISを用い
て，広島呉市周辺における平成30年7月豪雨による斜面崩壊を対象に降雨に加え地形的要因を考慮した土砂災害
発生指標を算出し，地図上で色分けしたものを，土砂災害危険度提供システムとして提案できるようになった．
また，スーパーコンピュータでもノードに応じた大規模化が可能な粒子法シミュレーションフレームワークを用
いてSPHを使った粒子法による斜面崩壊計算に地盤モデルを取り込むことが可能になった．

研究成果の概要（英文）：We have developed an index of sediment disaster with disaster occurrence 
probability, which is the sediment disaster alert system in the present study. The target of the 
system is surface slope failure taking place with severe rain. The result of the system applied for 
the case of 2018 severe rain in  Kure city, Hiroshima prefecture  is shown on the QGIS which is free
 and open GIS. The GIS shows the probability with color on QGIS. On the other hand, slope failure 
has been calculated with scalable particle method of numerical simulation, FDPS. We developed 
scalable simulation system by using SPH method and geotechnic model.  

研究分野： 水工学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
これまで降雨情報だけを用いて土砂災害の危険度を指標化していたが，本研究により土地の斜度などを含めて確
率的に土砂災害の危険度を表示できるようになった．また，従来では実験室規模の斜面崩壊のシミュレーション
が行われているものを実スケールでのシミュレーションが可能な仕組みを構築することができた．



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

土砂災害の危険情報の基本になる土砂災害警戒判定メッシュ情報が 10 分更新，5km メッシ
ュで発表され，土砂災害警戒情報が地区単位で発表されるようになってもなお，土砂災害で命
を落とす人は多い．それは土砂災害が極めて局地的であり，発生したところとそうでないとこ
ろが明確であるために，直近で災害が発生していても山陰で見えないような場合には正常性バ
イアスが働きやすく，危険情報と避難が直結しないためである． 

一方で，日本全体では頻度の高い土砂災害も，１つの試験地などにおいては発生頻度は低い
ために，土砂災害警戒判定メッシュ情報の危険度判定の重要指標である閾値（クリティカルラ
イン）の設定が過去の少数事例に基づいていることが原因となって，1 つずつの斜面にとって
は安全側に設定してある．そのことが土砂災害危険情報を多く出す理由であり，住民の危機感
を醸成できない一因となっている．例えば，平成 27 年 9 月関東・東北豪雨では裏山の 10m 程
度幅の斜面が崩壊したことで，自宅にいた 1 名が亡くなり，1 名が重傷を負った．土砂災害の
危険情報は出ていて，裏山を背後に抱えた住宅であることを考えれば，少なくとも 2 階に逃げ
るなどの垂直避難が望ましかったのであるが，情報が届いていなかった． 
 
２．研究の目的 

本研究では，高度な工学的知見を実務的な土砂災害情報に結びつける研究として，高分解能
の危険度情報の精度を経験によって向上させられるような土砂災害警戒情報の確率的指標を作
成し，GIS として提供することによって，その確率的指標の使用者が迫る災害を実感できて，
直接の管理行動に結びつけられる研究を行う．ここで考案している指標の対象使用者は土砂災
害の専門家ではない一般的な技術者とした． 
 
３．研究の方法 

研究代表者と共同研究を進めている宇宙航空研究開発機構（JAXA）勝浦宇宙通信所野々塚コ
リメーション施設（野々塚コリメーション）の斜面ごとの高時空間分解能の確率的土砂災害危
険情報を算出する．また，高時空間分解能の確率的土砂災害危険情報のための基礎的な物理変
数として，これまでの研究を参照して斜度，降雨前土壌水分量，降雨強度を利用する．システ
ムの開発と評価のために，大規模な土砂災害が発生した平成 30年西日本豪雨時の広島県呉市の
データを用いた．また， SPH を使った粒子法による斜面崩壊計算を行い，土壌水分量の増加が
斜面崩壊に与える影響を数値的に解析する． 
 
４．研究成果 

降雨による表層崩壊を対象とし，フリーでオープンソースな GIS である QGIS を用いて，広島
呉市周辺における平成30年7月豪雨による斜面崩壊を対象に降雨に加え地形的要因を考慮した
土砂災害発生指標を算出し，地図上で色分けしたものを，土砂災害危険度提供システムとして
提案できるようになった．また，スーパーコンピュータでもノードに応じた大規模化が可能な
粒子法シミュレーションフレームワークを用いて SPH を使った粒子法による斜面崩壊計算に地
盤モデルを取り込むことが可能になった． 
 
① 広島県の土砂災害データを用いたシステム構築 

斜面崩壊の発生評価をするにあたり，斜面崩壊の発生地点のデータに，国土地理院の提供す
る崩壊地等始点分布を用いる．これは国土地理院が 7月 9日から 19日にかけて撮影した空中写
真から，平成 30年 7月豪雨で生じたと考えられる崩壊地等を判読したものである．崩壊地や土
石流で生じた地形変化発生箇所の始点を表している．ここで，崩壊地等は，長さがおおむね 50m
以上のものを表している．崩壊地等の位置を把握するため，人家等に被害の無い箇所も表示し
ている．対象地域での崩壊の始点の数は 1,587 箇所であり，本研究では土砂災害危険度提供シ
ステムの構築を任意に抽出した793 箇所（図 1赤丸），システムの評価を残りの 794 箇所（図 1
青丸）を用いて行う． 
 

本研究では，斜面崩壊の発生を捉えるパラメータとして，雨量，傾斜，累積流量の関数を用
いる．算出されたパラメータをもとに，斜面崩壊の発生指標を導出する．これまでに用いられ
てきた雨量のみを入力情報としたスネーク曲線と CL による斜面崩壊の危険度判定の考え方を
本研究で定義した関数に組み合わせ，斜面崩壊の発生指標を計算する．スネーク曲線と CLによ
る斜面崩壊の危険度判定に，各格子それぞれの地形的要因により CLの値を設定することができ
れば，雨量の情報と地形的要素を踏まえた発生指標を導き出すことができる．斜面崩壊が発生
する時の，発生指標 P の示す値の範囲としては最小値はが 0.46，最大値は 1.11 であった．こ
のとき，斜面崩壊の発生 99.5%とらえるため，分布の 0.25%から 99.75％の範囲をとると，発生
指標 Pの値の範囲は 0.7 から 1.1 であった．これより，本研究では，斜面崩壊の発生指標 Pの
目安を，0.7 から 1.1 とする． 



 
図 1 対象地域と崩壊地域（赤丸がシステム構築に利用した点，青丸が評価に利用した点） 

 
図 2 は図 1に青丸で示した崩壊の始点を含む格子において，本研究で開発した斜面崩壊の発

生指標の分布である．このとき，発生指標の最小値は0.55，最大値は 1.13 であった．図 2で
は，発生指標が 0.7 未満となった格子が 0.13%，1.1 より大きくなった格子が 0.75%存在し， 図
1青丸で示した崩壊の99.2%が本研究での斜面崩壊の発生目安とした0.7から1.1の範囲に収ま
った．閾値の設定は図 1赤丸の捕捉率が99.5%となる値である反面，図 1の青丸の捕捉率は0.3%
減少した．捕捉数の違いは斜面崩壊発生事例の全1587事例に対して 4事例である．本研究で提
案する斜面崩壊の発生指標を用いることによって，斜面崩壊の捕捉率は 99%以上とできて，見
逃しは少ないできる． 

図 3 は，対象地域での平成 30 年 7 月豪雨での危険度提供地図となっており地図中で黒く塗
られた部分が本研究で提案した目安により斜面崩壊が発生すると判定した格子，赤丸，青丸が
実際に斜面崩壊が発生した箇所である． 

三隅，真木，岩波ら（2011）による既往の研究と比較するため，捕捉率が 60％の場合につい
ても評価する．捕捉率が 60%となるような，発生評価指標 Pの範囲は 0.87 から 0.987 までであ
った． これにより，危険度提供地図が得られる．このとき，斜面崩壊が発生すると判定され
た格子は 4953413 格子であった．斜面崩壊が発生すると判定した格子における適中率を考える．
斜面崩壊が発生すると判定した格子 A，Bと，実際に斜面崩壊が発生した格子 Aについて，Aの
格子数を Aと Bの格子数の和で割ったものを斜面崩壊が発生すると判定した格子における適中
率とすると，0.019 %であった．三隅，真木，岩波ら（2011）は，500m メッシュで危険度評価
を行い，捕捉率 60%での適中率が0.69％であった．本研究での危険度評価の格子は 5mメッシュ
であり，既往の研究と比較して，同一面積での格子数が約 104倍であるが，適中率は 10-2倍で
あり，斜面崩壊を比較的精度よく予測することができていると考えられる． 

 

図 2 斜面崩壊の始点（図 1青丸）を含む        図 3 捕捉率 99.5%での斜面崩壊発生判定 
      格子での発生指標の分布                       格子と実際の斜面崩壊発生始点 

 
② 千葉県勝浦市を対象とした斜面崩壊発生指標確率 

千葉県勝浦市を対象地域とし，平成27年 7月 4日，平成 28年 9月 22 日に発生した土砂災害
を対象に斜面崩壊の発生指標を算出するとともに，降雨の分布による地域ごとの危険度の違い
について考察する． 
 



 
 

図 4 平成 27年 7月 4日（上）および平成 28年 9月 22 日（下）の発生指標 
 

勝浦市での土砂災害の発生事例について，広島県の土砂災害データで作られた斜面崩壊の発
生指標を適用すると，閾値の範囲外で土砂災害が発生している結果となった．しかし，対象と
した土砂災害発生箇所 6箇所において，4箇所が 90パーセンタイル以上の発生指標値を示して
おり，図 4（上）および図 4（下）のどちらにおいても，降雨の分布によって，発生指標も地
域ごとに定量的にも相対的な危険度評価を行うことができている．これにより，本研究で提案
する斜面崩壊の発生指標は，降雨の分布により，地域ごとの危険度の違いを効果的にとらえる
ことができることが示唆される． 
 
③ FDPS を用いた粒子法による斜面内部の安定度計算 

本研究では，FDPS（Framework for Developing Particle Simulator）（Iwasawa et al. 2016s）
を用いることで，大規模な斜面の安定度に関する SPH 計算を適切な並列化によって高速に解く
ために，モデル斜面に対して SPH 法による数値解析を行い，通常時と地盤の強度が低い時で変
位等にどのような変化がみられるかといった検討により，斜面崩壊シミュレーションに対する
SPH 法の適用性について調べた．ここでは勾配が 1：2 で一定で，斜面部分の高低差が 10 m の
モデル斜面を計算対象としてシミュレーションを行った．  

 
図 5 変形状態と塑性ひずみの分布（t = 4.99 s） 
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弾塑性構成モデルを組み込んだ SPH 法を用いて傾斜角一定のモデル斜面に対して数値解析を

行い，強度が一様な標準の状態と地盤条件を変えたときの粒子の挙動の変化を調べた．地盤が
弱い条件では，土質定数の設定の仕方によって変形の形が異なった．また，降雨時の飽和度上
昇に関しては飽和した層で粘着力ゼロ，飽和度上昇分の単位体積重量の増加で強度が低下した
状態を表現できると考えられ，飽和した層では地盤内部のすべり線以外に地盤表面付近の土砂
が流れ出る． 
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